
資料３ー１

東日本大震災を踏まえた地域防災計画東日本大震災を踏まえた地域防災計画
の見直しに関するアンケート調査結果

＜沿岸市町村分＞



調査概要

１．調査目的

「地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討
会」において、地域防災計画の見直しについての留意点等を取りまと
めるに当たり 検討の参考とするめるに当たり、検討の参考とする。

２．調査対象

岩手、宮城、福島県の被災沿岸市町村（３７団体）を除く海岸線を有す
る市区町村（６０８団体）及び津波被害が想定される１４団体の計６２２
団体団体

３．調査時期及び調査対象時点

・調査時期： 平成２３年８月３日（水）～８月１７日（水）

調査対象時点 平成 年 月 日・調査対象時点：平成２３年７月３１日

４．調査内容

（１）津波対策の現状

ア 被害想定等

イ 津波ハザードマップ、津波避難困難地域の把握、津波避難計画の作成等

ウ 津波避難訓練、津波に関する知識の普及啓発

エ 津波避難に関する具体的施策等

オ 防災体制等の整備

（２）大規模災害時の対応

ア 地域防災計画等における情報収集手段・情報伝達等

イ 今回の東日本大震災における対応等

ウ 住民への情報伝達における反省点等

（３） 東日本大震災を踏まえた地域防災計画の見直しの動向

ア 地域防災計画の見直しの動向

イ 津波被害想定の見直しの動向

ウ 重点的に検討している点、懸念している点等

５．回収状況

・全国沿岸市区町村： 送付数 ６２２、回収数 ５８８ 回収率： ９４.５％



Ⅰ 津波対策の現状等
１ 被害想定等

【沿岸市町村】

１－１ 現行の地域防災計画において津波被害を具体的に
想定していますか想定していますか

229団体
39%

想定している

想定し な
N=588

想定していない団体

358団体
61%

1

１－２ 津波被害想定の前提条件
【沿岸市町村】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①－ア 津波高さが最高時の津波高 N=229

5ｍ未満

58% 31% 3% 7%

5～10ｍ未満

10～15ｍ未満

回答なし
58% 3 % 3% %

回答なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①－ア’ 津波高さが最高時の到達時間 N=229
10分未満

10～20分未満10～20分未満

20～30分未満

30分～40分未満

40～50分未満
6% 10% 13% 10% 4%5% 31% 22%

40～50分未満

50～60分未満

60分以上

回答なし

2

回答なし



１－２ 津波被害想定の前提条件
【沿岸市町村】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①－イ 津波到達時間が最短時の到達時間 N=229

10分未満

10 20分未満

%

10～20分未満

20～30分未満

30分～40分未満

16% 15% 8% 4%4%4% 21% 27% 40～50分未満

50～60分未満 9 4%

60分以上60分以上

回答なし

①－イ’ 津波到達時間が最短時の津波高さ N=229

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① イ 津波到達時間が最短時の津波高さ N 229

5ｍ未満

53% 13%1% 32%

5～10ｍ未満

10～15ｍ未満

回答無し

3

回答無し

１－２ 津波被害想定の前提条件
【沿岸市町村】

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

②人的被害（死者） N=229

20%
37%

3%

0人

1～500人未満

500～1,000人未満

2%
0%

2%
36%

1,000～1,500人未満

1,500～2,000人未満

2,000人以上

回答なし 36%回答なし

②人的被害（負傷者） N=229

17%
18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

0人

1～500人未満

4%
2%
1%

5%

500～1,000人未満

1,000～1,500人未満

1,500～2,000人未満

2 000人以上

4

5%
52%

2,000人以上

回答なし



【沿岸市町村】
１－２ 津波被害想定の前提条件

0% 10% 20% 30% 40%
③住家被害（全壊） N=229

16%
29%

4%

0棟

1～1,000棟未満

1,000～2,000棟未満

棟未満 5%
3%

2%
4%

2,000～3,000棟未満

3,000～4,000棟未満

4,000～5,000棟未満

5,000棟以上

③住家被害（半壊） N=229

36%回答なし

12%
22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

0棟

1～1,000棟未満 22%
6%

2%
3%

1%

, 棟未満

1,000～2,000棟未満

2,000～3,000棟未満

3,000～4,000棟未満

4 000～5 000棟未満 1%
6%

48%

4,000～5,000棟未満

5,000棟以上

回答なし 5

【沿岸市町村】
１－２ 津波被害想定の前提条件

0 50 100 150 200 250

④ 被害想定の手法（複数回答） N=229

8

0 50 100 150 200 250

自前で実施

14業者委託

201国・県の想定を活用

6その他を活用

16回答なし

6単位：団体数



【沿岸市町村】
１－２ 津波被害想定の前提条件

0% 20% 40% 60%

⑤ 被害想定を実施した年度 N=229

1%平成元年度～平成5年度

10%平成6年度～平成10年度

19%平成11年度～平成15年度

49%

8%

平成16年度～平成20年度

平成21年度以降 8%

13%

平成21年度以降

回答なし

7

【沿岸市町村】
１－２ 津波被害想定の前提条件

0 50 100 150 200

⑥被害想定に要した金額（円）

32

0 50 100 150 200

0円

14

1

1円～1,000万円未満

1,000万円～2,000万円未満

32,000万円～3,000万円未満

3 000万円～4 000万円未満

1

3,000万円～4,000万円未満

4,000万円～5,000万円未満

1

177

5,000万円以上

回答なし

8単位：団体数



【沿岸市町村】
１－３ 現行の地域防災計画において、津波被害を

具体的に想定していない理由は何ですか具体的に想定していない理由は何ですか
（複数回答） N=358

0 50 100 150 200 250

210被害想定を行う知識・ノウハウがない

103費用が掛かる 103費用が掛かる

164その他

2回答なし

9単位：団体数

津波被害を具体的に想定していない理由：その他 【沿岸市町村】

これまで、津波の襲来は考えられてこなかったため
海洋性地震が起こる確率が低いといわれているため海洋性地震が起こる確率が低いといわれているため
過去に大きな津波が起こったことがない
過去に津波の被害を受けていなかったため

被害 被害が地震被害想定で、津波による被害がないこととなっているため
被害が想定されているが、地域防災計画の中には記載されていない
津波被害想定は、市町村単独で行うものではなく、県、国が行うべきと考津波被害想定は、市町村単独で行うものではなく、県、国が行うべきと考
えられる など

10



２ 津波ハザードマップの作成、津波避難困難地域の
把握、津波避 難計画の作成等

【沿岸市町村】

把握、津波避 難計画の作成等
２－１ 市町村において、次の項目を考慮した津波ハザードマップ

を作成していますか （複数回答） N=588

58

0 100 200 300

大津波（3m以上）と津波（3m未満、1～2m）を

区別した浸水予測

92

区別した浸水予測

地震規模や震源域に応じた浸水予測

41

12

潮位に応じた浸水予測

地震による地盤沈下に応じた浸水予測

72

158

海岸堤防等の機能の可否に応じた浸水予測

その他 158

261

その他

作成していない

11

4回答なし

単位：団体数

津波ハザードマップで考慮した項目：その他 【沿岸市町村】

標高分布図、等高線マップ
海抜に応じて地図を塗り分けている海抜に応じて地図を塗り分けている
避難場所、避難ビルの標高を表示
500年間間隔地震（推定Ｍ8.6）を想定している
想定津波のうち影響の大きな上位３地震を対象にして、最大の浸水範
囲、浸水深を示している
海岸堤防等の機能がすべて失われた浸水想定海岸堤防等の機能がすべて失われた浸水想定
気象庁の量的津波予報８ｍの津波の高さ（海岸付近の高さ）に対応
歴史上の被害があった津波の浸水域を載せている
特定の波源は特定せず、県内の沿岸線に一律の高さ（４ｍ）で波が来襲
することを浸水予測している
５ｍと１０ｍの津波浸水予測５ｍと１０ｍの津波浸水予測
河川遡上を考慮した浸水予測
避難所表示、避難方向を→で表示
バ ゾ などバッファゾーン など

12



２ ２ 津波ハザ ドマ プを作成している市町村において

【沿岸市町村】

２－２ 津波ハザードマップを作成している市町村において、
津波避難困難地域を把握していますか

4団体

123団体
38%

1%

N=323
体 把握している

把握していない

回答なし

団体

196団体
61%

回答なし

13

２－３ 津波避難困難地域は把握しているが、

【沿岸市町村】

津波避難困難 域 把握 、
解消しない理由は何ですか （複数回答） N=123

0 10 20 30 40 50 60 70

61
津波避難タワー、防御施設（海岸堤防等）、

避難路等、避難施設の建設に費用が掛かる

13
津波避難ビルの指定について所有者等と

協議が整わない

37災害時要援護者への避難対策が進まない

20

59

住民の防災意識（避難意識）が低い

その他 59

2

その他

回答なし

14単位：団体数



２－３ 津波避難困難地域が解消しない理由：その他

【沿岸市町村】

震源域に近く、到達時間が短い
海岸部の低地帯に多くの市街地及び商業地が形成されている

２ ３ 津波避難困難地域が解消しない理由：その他

海岸部の低地帯に多くの市街地及び商業地が形成されている
避難できる高台が近くに無い
津波避難ビルに見込める建造物がない津波避難 見込 る建造物 な
避難目標地点の土地の所有者との協議に難航している
米軍基地との協定が必要(基地内通過)
津波避難困難地域が存在しないことを把握している など津波避難困難地域が存在しないことを把握している など

15

２－４ 地域防災計画以外に、津波避難計画

【沿岸市町村】

２ ４ 地域防災計画以外に、津波避難計画
（名称の如何に関わらず）を策定していますか

119団体

5団体
1%

20%

57団体N=588
10%

策定済み

策定中

団体

407団体
69%

策定していない

回答なし

16



【沿岸市町村】

２－５ 災害時要援護者の避難対策を定めていますか

うち、津波被害想定又は
津波避難計画を策定している団体

２ ５ 災害時要援護者の避難対策を定めていますか

団体

1団体
0%

7団体
1%

津波避難計画を策定して る団体

93団体
33%

323団体323団体
55%N=588

団体
N=280
団体

定めている

定めていない

186団体
67%

258団体
44%

定めていない

回答なし

17

２－６ 定めている災害時要援護者の避難対策の内容例：

災害時 援護者 災害 者 状把握

【沿岸市町村】

災害時要援護者（災害弱者）の現状把握

避難準備情報の提供

災害時要援護者の支援対策手順災害時要援護者の支援対策手順

要援護者の登録

避難準備（要援護者避難）情報を発出する判断基準避難準備（要援護者避難）情報を発出する判断基準

安否確認、避難誘導の実施方法

災害時要援護者にかかる情報の伝達や安否確認 避難所における支援災害時要援護者にかかる情報の伝達や安否確認、避難所における支援

災害時要援護者施設への防災行政無線個別受信機の配備

災害時要援護者の特徴を基準に誰がどう活動するか災害時要援護者の特徴を基準に誰がどう活動するか

避難時及び避難場所において必要な資器材や情報伝達体制

福祉避難所の指定

避難勧告・避難指示の伝達避難誘導の方法移送の方法

組織体制の整備（各種団体の連携）

訓練の実施 など
18



【沿岸市町村】３ 津波避難訓練、津波に関する知識の普及啓発等

住 が参加する津波避難訓練を実施 ますか

３－１ 住民が参加する津波避難訓練の実施の有無

9団体
2%

住民が参加する津波避難訓練を実施していますか

131団体
22%

2%

団体

毎年実施している

毎年ではないが実施しているN=588
301団体
51%

毎年ではないが実施している

実施していない

団体

147団体

回答なし

19

団体
25%

３－２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況
【沿岸市町村】

① 直近に実施した津波避難訓練の実施年 N=278
（※毎年又は毎年ではないが津波避難訓練を実施している団体）

1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

平成14年

0

0

7

平成15年

平成16年

平成17年 7

6

8

平成17年

平成18年

平成19年

11

12

85

平成20年

平成21年

平成22年 85

81

24

平成22年

平成23年

回答なし

20単位：団体数



３－２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況
② 直近 実施 た津波避難訓練 参加者数等

【沿岸市町村】

② 直近に実施した津波避難訓練の参加者数等

77団体, 28%

32団体, 11%

77団体, 28%
17団体, 6%

24団体, 9%
1,000人未満

1 000 5 000人未満

N=278
団体 1,000～5,000人未満

5,000～10,000人未満

10 000～20 000人未満

団体

34団体, 12%
10,000 20,000人未満

20,000人以上

回答無し

21

94団体, 34%

３－２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況

【沿岸市町村】

３ ２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況
③ 直近に実施した津波避難訓練の参加率※

6団体 2%
14団体, 6%

46団体, 19%

体

10団体, 4%

5団体, 2%

6団体, 2%

0.1～10%

17団体, 7%

5団体,2% 11～20%

21～30%

31～40%31 40%

41～50%

51～60%

N=242
団体

57団体 24%

32団体, 13%
61～70%

71～80%

57団体, 24%

50団体, 21%

81～90%

91～100%

22※津波避難訓練対象者に対する参加者総数が占める割合である。
（直近に訓練を実施しており、かつ「対象者」「参加総数」が回答無しでない団体による）



３－３ 直近の津波避難訓練で実施した項目は何ですか
【沿岸市町村】

（複数回答） N=278
0 50 100 150 200 250

116
23

207

市町村の広報車等による情報伝達

ＣＡＴＶ、コミュニティＦＭ等による情報伝達

防災行政無線による情報伝達

129
162

46

消防団（広報）による情報伝達

消防団による避難誘導

水門の閉鎖

指定された避難先 避難 232
33

99
28

指定された避難先への避難

津波避難ビル等への避難

災害時要援護者を対象とした避難

図上訓練 28
66

32
6

図上訓練

都道府県との情報伝達

自衛隊との情報伝達

他の市町村との情報伝達 6
18

73
1

他の市町村との情報伝達

国の機関（自衛隊除く）との情報伝達

その他

回答なし

23単位：団体数

1回答なし

３－３ 直近の津波避難訓練で実施した項目：その他
【沿岸市町村】

職員の初動訓練（職員招集、災害対策本部設置等）

初期消火訓練（町民・消防）

自衛隊 海上保安部 消防団 警察署などとの総合救出 救助訓練自衛隊、海上保安部、消防団、警察署などとの総合救出・救助訓練

災害時要援護者の安否確認訓練

防災ヘリコプターの離発着訓練

情報伝達訓練（避難施設 町内会 避難勧告伝達 漁協 避難通報 孤立集落 情報伝達 消情報伝達訓練（避難施設・町内会への避難勧告伝達、漁協の避難通報、孤立集落への情報伝達、消
防用サイレン等吹鳴装置、衛星携帯、オフトーク通信等による情報伝達等）

アマチュア無線クラブの通信訓練

各避難所からの通信訓練（防災行政無線使用）各避難所からの通信訓練（防災行政無線使用）

J‐ALERTを活用して避難勧告（訓練放送）の発令訓練

避難場所、避難経路、所要時間等の確認訓練

津波警報発令に伴い 高台避難訓練津波警報発令に伴い、高台避難訓練

海水浴客等の避難誘導訓練

避難所開設訓練

要援護者避難状況確認訓練要援護者避難状況確認訓練

炊き出し訓練

自衛隊と町による救援物資の搬送訓練 など

24



３－４ 住民が参加する津波避難訓練を実施していない
【沿岸市町村】

理由は何ですか （複数回答） N=301

0 50 100 150 200 250

122

0 50 100 150 200 250

津波避難訓練を行う
122

知識・ノウハウがない

22費用が掛かる

199その他

回答なし

25単位：団体数

３－４ 住民が参加する津波避難訓練を実施していない理由：その他

【沿岸市町村】

３ ４ 住民が参加する津波避難訓練を実施していない理由：その他

過去に津波での被害がないから

津波による被害想定がないから津波による被害想定がないから

これまでの想定では津波による被害は殆どなく、必要に迫られていなかったから

現行想定では、防潮扉等を確実に閉鎖することにより、津波浸水はないものと
考えているため

小規模自治体では兼務体制であるため防災業務に手が回らない状況にある

津波による浸水想定区域がわからないため 具体的な避難地区や避難場所の津波による浸水想定区域がわからないため、具体的な避難地区や避難場所の
指定ができていない

参加者や関係機関との連絡調整が難しいため

海岸堤防等の護岸整備によって、津波対策及び高潮対策が講じられていること
から、津波避難訓練はしていない

津波避難ビル等の高い建物がないなど 具体的な訓練計画が立てられなか津波避難ビル等の高い建物がないなど、具体的な訓練計画が立てられなかっ
たため など

26



３－５ 津波避難に関して広報活動として行っている
【沿岸市町村】

項目は何ですか （複数回答） N=588

0 50 100 150 200 250 300 350

221

202

第1波よりも第2波以降の方が高くなる可能性がある

などの津波の基礎知識

津波到達までの避難猶予時間の周知 202

222

津波到達までの避難猶予時間の周知

津波高さの周知

318

169

指定された避難先の周知

緊急・一時的な避難先（津波避難ビル等）の周知

61

246

指定された避難経路の周知

ハザードマップの周知 246

127

ザ ド ップの周知

その他

回答なし

27単位：団体数

51回答なし

３－５ 津波避難に関して広報活動として行っている項目
：その他

【沿岸市町村】

：その他

津波のメカニズム（日本海側と太平洋側での地震のメカニズムの違い、地震による津波だけではない
こと、大きな揺れ以外でも大きな津波が来る可能性があること等）

特に長く続く揺れに注意特に長く続く揺れに注意

津波の速さ、津波による破壊力等

標高マップ

津波浸水深津波浸水深

津波の際に甚大な災害が予想される箇所

自主防災組織ごとの一時避難所や避難ルート及び担当人員

避難途中 注意点等避難途中の注意点等

津波警報等発表時の周知方法（防災行政無線、J‐ALERTの活用など）

海岸等に行く際にはラジオ等で情報取得に努めて頂くこと

地震を知覚した時に、防災無線のみに頼らず、テレビ等で津波の発生の有無を自分で確認すること

津波の避難時は、低地にある指定避難所ではなくまず高台へ避難すること

どこに居ても避難ができるように、どこに逃げるかよりも、どういう所へどう逃げるか。居合わせた場所
に応じ 個人が判断し最善 避難が きるような啓発に応じて個人が判断し最善の避難ができるような啓発

津波避難の原則は，建物避難ではなく，海や川から離れたオープンスペースであること

避難行動開始のタイミング

猶予時間があることによる危険性について(注警報解除まで戻らない) など

28



【沿岸市町村】４ 津波避難に関する具体的施策等

４－１ ① 津波避難ビル（津波浸水予想地域内において、
地域住民等が一時もしくは緊急避難・退避する施設

6団体
1%

（人工構造物に限る））がありますか

147団体
25%

1%

25%

ある

ない

N=588
団体

435団体
74%

ない

回答なし

29

74%

【沿岸市町村】

４－１ ４－１

② 津波ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを作成している
市町村において、津波避難ビル
がありますか

③ 現行の地域防災計画において、
津波被害を具体的に想定している
市町村において 津波避難ビルが

4団体

がありますか 市町村において、津波避難ビルが
ありますか

体

111団体
34%

1% 90団体
39%

34%

N=323 N=228

ある

N=323
団体 団体

208団体

ある

ない

138団体

30

65% 回答なし 138団体
61%



【沿岸市町村】

４－２ 津波避難ビルの数及びその所有形態

棟 棟

津波避難 数及 そ 所有 態

148棟
7%

5棟
0%

678棟
32%

市町村所有（棟）

民間所有（棟）

津波避難ビル
の総数：
N=2108

民間所有（棟）

その他の団体所有（棟）

明

N 2108
棟

1277棟
61%

不明

31

【沿岸市町村】

４－３ 民間所有の津波避難ビルについて、津波来襲時の４ ３ 民間所有の津波避難ビルについて、津波来襲時の
避難施設としての利用時の使用等に関して協定を
締結していますか

4団体
4%

71団体
63%

37団体 協定を締結しているN※=112
33%

協定を締結していない

回答なし

団体

回答なし

32※津波避難ビルがある１４７団体のうち、民間所有の避難ビルのある団体数



４－４ ① 民間所有の津波避難ビルの利用時の使用等に関する

【沿岸市町村】

４ ４ ① 民間所有の津波避難ビルの利用時の使用等に関する
協定の締結相手の例と主な内容（例）：

協定の主な内容（例）協定の主な締結相手（例） 協定の主な内容（例）

施設使用の範囲

協定の主な締結相手（例）

民間病院 施設使用の範囲

使用期間

使用方法 手続き

民間病院
民間企業
民間ホテル

使用方法・手続き

免責、利用者責任

使 係 禁 事

私立大学
漁業協同組合
商工会 使用に係る禁止事項

使用料

商工会
個人

施設・備品の破損時の対応

事故等に係る責任

現状復旧 など
33

【沿岸市町村】

４－４ ② 協定の締結年 （複数回答） N=71４ ４ ② 協定の締結年 （複数回答） N=71

1

0 5 10 15 20 25 30 35

平成10年 1

6

平成10年

平成11年

平成12年

成 年 1平成13年

平成14年

平成15年

8

17

13

平成16年

平成17年

平成18年 13

5

7

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年 13

9

31

平成21年

平成22年

平成23年

34

10回答なし

単位：団体数



【沿岸市町村】

４－５ 地域防災計画等において、市町村に存在する４ ５ 地域防災計画等において、市町村に存在する
主な施設への伝達手段、伝達ルートを定めていますか
（複数回答） N=588

446
450

500

伝達手段 伝達ルート

345
350

400

450

224

159 165200

250

300

159 165

98
76

132

87 89
49 65100

150

200

0

50

学校 病院 老人福祉施設 民間企業 その他 定めていない

35単位：団体数

４－５ 伝達手段・伝達ルートを定めている主な施設：
その他

農協 漁協 宿泊施設消防本部 消防署

【沿岸市町村】

農協・漁協

観光施設

漁業、港湾関係施設

宿泊施設

防災関係機関

保育園・保育所

消防本部・消防署

自治会・公民館

コミュニティセンター

全域全施設 交番・駐在所･郵便局

町商工会 など

海洋レジャー事業者

４－５ 上記施設への伝達手段・伝達ルートの主な内容：
サイレンや広報車で周知を行う

防災行政無線による一斉伝達

Ｊ ＡＬＥＲＴによる自動伝達

４ ５ 上記施設への伝達手段 伝達ル トの主な内容：

Ｊ－ＡＬＥＲＴによる自動伝達

ＩＰ告知放送

電話又はファクシミリにて伝達

ケ ブルテレビ ＦＭラジオ ホ ムペ ジ エリアメ ル ツイ タ 電光掲示板ケーブルテレビ、ＦＭラジオ、ホームページ、エリアメール、ツイッター、電光掲示板

Ｊ－ＡＬＥＲＴからの情報を、自動起動装置を立ち上げ防災行政無線（屋外・戸別受信機）から伝達・避
難情報等については、防災行政無線から（屋外・戸別受信機）伝達

町→教育委員会→各学校→児童 生徒 （電話 口頭 その他の伝達手段）町→教育委員会→各学校→児童・生徒 （電話、口頭、その他の伝達手段）

町→各漁業協同組合→漁業者に対して漁業無線で連絡

役場から教育委員会を経由して大学、高校、各小中学校及び幼稚園へNTT回線電話により伝達

小 中学校や地区センタ や警察署や自衛隊などの防災機関等に地域防災無線を配置し関係機関小・中学校や地区センターや警察署や自衛隊などの防災機関等に地域防災無線を配置し関係機関
の情報共有を行っている

老人福祉施設については、防災行政無線（J‐ALERT)と直接の電話連絡による、など 36



【沿岸市町村】

４－６ 地域防災計画等において、避難指示等の呼びかけを域防災 、 難
行う者、水門の閉鎖に当たる者等の防災事務に従事する者
の安全確保について定めていますか

46団体
7団体
1% 13団体

1団体, 

うち津波避難計画を定めている団体

8%
1% 13団体, 

11%
1%

N=588 N=119

定めている

団体 団体

定めていない

回答なし 105団体

37

535団体
91%

回答なし 105団体, 
88%

４－７ 防災事務従事者の安全確保に関する計画の
主な内容：

【沿岸市町村】

津波注意報・警報等の発令された場合Ｊ－ＡＬＥＲＴにより海岸部分に設置されている同報無線を使っ
て伝達する

主な内容：

て伝達する

Ｊ－ＡＬＥＲＴによる自動避難指示放送及び津波防災ステーションによる遠隔操作による水門・陸閘の
閉鎖

海面状態を防災カメラで監視海面状態を防災カメラで監視

強い地震（震度４以上の地震）を感じた場合、市は地方気象台より津波のおそれがない旨の地震情
報が通報されるまで、安全な地点で海面を監視するものとする

津波警報発令時には 水門の閉鎖より安全確保を優先する 人命優先のため閉鎖操作を行わない津波警報発令時には、水門の閉鎖より安全確保を優先する。人命優先のため閉鎖操作を行わない
場合等定めている

避難誘導に従事した者は、誘導後、津波危険区域から避難する事としている

避難指示等の呼びかけは 防災無線で市町村全域に行う避難指示等の呼びかけは、防災無線で市町村全域に行う。

立ち入り禁止区域の設定時は安全な場所での誘導を行うこと

津波到達予想時刻の１０分前には必ず安全な場所に移動する

２名以上を１組として活動 救命胴衣の着用 無線機 ヘルメットの着用等２名以上を１組として活動、救命胴衣の着用。無線機、ヘルメットの着用等

津波第１波到達予想時間３０分前には任務を完了し、安全な場所に避難する

避難訓練時に職員に周知し、安全確保に努めている など

38



５ 防災体制等の整備 【沿岸市町村】

５－１ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の確保

① 災害対応を行う施設（庁舎）の機能の喪失又は

著しい低下等のような場合を想定し、災害対応を行う

代替施設・代替機能等について定めていますか

団体

11団体
2%

定めている

定めていない

回答なし169団体
29%

回答なし

主な代替施設の例：

消防本部
生涯学習センター・文化会館
市民会館・公民館

N=588
団体

団体

市民会館・公民館
防災センター
福祉保健センター
総合体育館・スポーツセンター など

39

408団体
69%

総合体育館 スポ ツセンタ など

【沿岸市町村】

５－１ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の確保５ １ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の確保

② 災害対応を行う代替施設・代替機能等を

4団体

定めている場合、第何順位まで定めていますか

15団体
9%

4団体
2%

63団体
37%

26団体

第１順位まで

第２順位まで
16%

第３順位まで

第４順位まで

N=169
団体

第５順位まで

40

61団体
36%



【沿岸市町村】

５－２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況５ ２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況

① 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）の

非常用電源設備の有無

有 無 回答なし

71% 22% 7%第１順位 N 169

0% 20% 40% 60% 80% 100%

71%

62%

22%

28%

7%

9%

第１順位 N=169

第２順位 N=106

58% 29% 13%第３順位 N=45

47%

50%

37% 16%

50%

第４順位 N=19

第５順位 N 4

41

50% 50%第５順位 N=4

【沿岸市町村】

５－２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況５ ２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況

② 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）に

非常用電源設備がある場合、その確保時間

24時間未満 24～48時間未満 48～72時間未満 72時間以上 回答なし

49% 13% 3% 15% 19%第１順位 N 120

0% 20% 40% 60% 80% 100%

49%

53%

13%

6%

3%

6%

15%

14%

19%

21%

第１順位 N=120

第２順位 N=66

46% 12% 8% 8% 27%第３順位 N=26

44%

50%

22% 11% 11%

50%

第４順位 N=9

第５順位 N 2

42

50% 50%第５順位 N=2



【沿岸市町村】

５－２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況５ ２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況

③ 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）の

貯水タンクの有無

有 無 回答なし

51% 38% 11%第１順位 N 169

0% 20% 40% 60% 80% 100%

51%

43%

38%

42%

11%

15%

第１順位 N=169

第２順位 N=106

38% 42% 20%第３順位 N=45

42%

75%

42% 16%

25%

第４順位 N=19

第５順位 N 4

43

75% 25%第５順位 N=4

【沿岸市町村】

５－２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況５ ２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況

④ 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）に

貯水タ クがある場合 確保量貯水タンクがある場合、その確保量
１万リットル未満 １万～２万リットル未満 ２万～３万リットル未満

３万～４万リットル未満 ４万リットル以上 回答なし

34% 22% 11% 5% 20% 8%第１順位 N 87

0% 20% 40% 60% 80% 100%

34%

43%

22%

20%

11% 5% 20%

26%

8%

11%

第１順位 N=87

第２順位 N=46

24% 29% 12% 6% 29%第３順位 N=17

38% 13% 13%

33%

38%

67%

第４順位 N=8

第５順位 N 3

44

33% 67%第５順位 N=3



Ⅱ 大規模災害発生時等の対応
１ 地域防災計画等における情報収集手段・情報伝達等

【沿岸市町村】

地域防災計画等における情報収集手段 情報伝達等
１－１ 災害対応初動期において津波からの避難指示等のため

どこから情報収集を行いましたか－計画び災害時－ （複数回答）=588

306
311

0 100 200 300 400 500 600

気象庁防災情報提供システム

計画での収集先 災害時の収集先

270

410

295

311

243

523

166

気象庁防災情報提供システム

全国瞬時警報システム（J-ALERT）

テレビ

ラジオ
452

245

220

81

166

457

232

329

都道府県防災ＦＡＸ

気象庁ＦＡＸ

インターネット

民間気象会社 81

46

141

21

93

54

92

19

民間気象会社

潮位計

震度計

海面監視カメラ 21

73

54

87

19

67

5

67

海面監視カメラ

使送(職員等)

特に定めていない

その他

45単位：団体数

4
67

14

その他

回答無し

１－２ 住民への避難指示等の情報伝達手段（複数回答）N=588

【沿岸市町村】

１ ２ 住民への避難指示等の情報伝達手段（複数回答）N=588

0 100 200 300 400 500 600

計画で規定の手段 災害時の使用手段

464

375

19

387

302

0 100 200 300 400 500 600

防災行政無線（屋外拡声器）

防災行政無線（戸別受信機）

ＭＣＡ無線（屋外拡声器 戸別受信機） 19

69

31

24

14

32

25

ＭＣＡ無線（屋外拡声器・戸別受信機）

有線放送

ＩＰ告知放送システム・端末

エリアメ ル 24

179

131

87

12

119

46

エリアメール

事前登録者への携帯電話等への電子メール配信

ＣＡＴＶ

ミ ニテ ＦＭ 87

174

15

496

35

36

2

コミュニティＦＭ

半鐘・サイレン

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等）

広報車 496

354

32

93

217

173

9

広報車

消防団

災害時要援護者等へのＦＡＸによる通知

その他

46単位：団体数

93
80その他



１－３ ① 市町村防災行政無線（同報系）の耐震措置及び

【沿岸市町村】

１ ３ ① 市町村防災行政無線（同報系）の耐震措置及び
非常用電源の有無等

耐震措置の有無 N 588 有 無 回答無し

58% 23% 19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親局

耐震措置の有無 N=588 有 無 回答無し

58%

35%

35%

23%

26%

39%

19%

39%

26%

親局

中継局

屋外拡声子局

非常用電源の有無 N=588 有 無 回答無し

35%

12%

39%

50%

26%

38%

屋外拡声子局

戸別受信機

77% 6% 16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親局

非常用電源の有無 N=588 有 無 回答無し

77%

51%

68%

6%

10%

12%

16%

38%

20%

親局

中継局

屋外拡声子局 68%

42%

12%

23%

20%

35%

屋外拡声子局

戸別受信機
47

１－３ ② 耐震措置の具体例：
【沿岸市町村】

親局・中継局

コンクリート基礎

アンカー止め

戸別受信機

壁に固定

台座固定

屋外拡声子局

コンクリート基礎

柱の基礎部補強アンカ 止め

台座固定

構成部品の脱落防止など

建屋の耐震補強 免振構造など

金具等で固定

壁に固定

落下物保護など

ハンザマストに固定

鉄製収納架への収納

電柱に固定建屋の耐震補強、免振構造など

１－３ ③ 非常用電源措置の具体例：

保護箱設置など

③ 非常用電源措置 具体例

親局・中継局

ＵＰＳ設置
屋外拡声子局

バッテリー

戸別受信機

電池

自家発電機

バッテリー

アンカー固定

台座固定（ﾊﾞｯﾃﾘｰ）

非常用バッテリー

内蔵蓄電池

補助バッテリー

停電時、乾電池に切替

乾電池

予備電源

直流電源措置

落下物保護など

蔵蓄電池

UPSを設置

ＢＯＸ保護

ベルト固定など

台座固定等

受信機に収納

非常用バッテリーの設置ルト固定など
ＵＰＳなど

48



１－３ ④ 防災行政無線（同報系）の非常用電源の確保時間

【沿岸市町村】

１ ３ ④ 防災行政無線（同報系）の非常用電源の確保時間

24時間未満 24～48時間未満 48～72時間未満 72時間以上 回答無し

0% 20% 40% 60% 80% 100%

33% 26% 7% 16% 18%親局 N=455

25%

28%

29%

35%

8%

8%

19%

14%

19%

15%

中継局 N=302

屋外拡声子局
28%

13%

35%

29%

8%

5%

14%

14%

15%

39%

声

N=401

戸別受信機

N 249
3%

20%

9%

0%

5% % 39%

80%

N=249

その他 N=5
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２－２ ① 東日本大震災時に活用した伝達手段及び情報内容

【沿岸市町村】

２ ２ ① 東日本大震災時に活用した伝達手段及び情報内容

0 50 100 150

ア 地震発生後の震度情報の伝達手段（複数回答） N=588

119

96

3

防災行政無線（屋外拡声器）

防災行政無線 （戸別受信機）

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機） 3

10

8

3

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機）

有線放送

ＩＰ告知放送システム・端末

エリアメール 3

40

9

8

エリアメ ル

事前登録者への携帯電話等への電子ﾒｰﾙ配信

ＣＡＴＶ

コミ ニティＦＭ 8

14

1

40

コミュニティＦＭ

半鐘・サイレン

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等）

広報車 40

31

2

広報車

消防団

要援護者等へのＦＡＸによる通知

50

10その他

単位：団体数



【沿岸市町村】

イ 津波関連情報の伝達手段（複数回答） N=588

364

280

112
90

0 100 200 300 400

防災行政無線（屋外拡声器）

280

12

25

87

3

8

75

3

8

防災行政無線 （戸別受信機）

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機）

有線放送

22

10

7

5

8

7

5

有線放送

ＩＰ告知放送システム・端末

エリアメール
津波警報又は注意報

102

39

30

26

11

7

17

6

事前登録者への携帯電話等への電子ﾒｰﾙ配信

ＣＡＴＶ

コミュニティＦＭ

うち、津波の高さも加えた津

波警報又は注意報

うち 更新された津波高さ
26

2

7

5

0

4

8

1

コミュニティＦＭ

半鐘・サイレン

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等）

うち、更新された津波高さ

192

149

8

40

27

33

28

広報車

消防団

要援護者等 の による通知

51

8

65

1

15

1

5

要援護者等へのＦＡＸによる通知

その他
単位：団体数

【沿岸市町村】

ウ 避難所の場所、食料、電力等の生活関連情報の伝達手段

111

0 50 100 150

防災行政無線（屋外拡声器）

（複数回答）N=588

94

1

7

防災行政無線 （戸別受信機）

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機）

有線放送 7

7

6

有線放送

ＩＰ告知放送システム・端末

エリアメール

事前登録者 携帯電話等 電 信 33

9

6

事前登録者への携帯電話等への電子ﾒｰﾙ配信

ＣＡＴＶ

コミュニティＦＭ

6

0

42

半鐘・サイレン

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等）

広報車 42

22

0

広報車

消防団

要援護者等へのＦＡＸによる通知

他

52

14その他

単位：団体数



２－２ ② 震度情報は、地震発生後何分以内に伝達
【沿岸市町村】

0% 50% 100%

1分以内 2分以内 3分以内 4分以内 5分以上 回答なし

しましたか

32%

31%

2%

1%
6%

7%

2%

2%
37%

37%

22%

21%

防災行政無線 （屋外拡声器） N=119

防災行政無線 （戸別受信機） N=96

10%

38% 0%

33%

10%

13%

33%

40%

13%

33%

40%

38%

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機） N=3

有線放送 N=10

ＩＰ告知放送システム・端末 N=8

13%

11%

3% 5%

11%

33%

53%

33%

67%

28%

44%

エリアメール N=3

事前登録者への携帯電話等電子ﾒｰﾙ配信 N=40

ＣＡＴＶ N=9

43%

13%

29%

100%

75%

29%

コミュニティＦＭ N=8

半鐘・サイレン N=14

電光掲示板（情報板 道路情報掲示板等） N=1

5%

3%

100%

58%

55%

38%

42%

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等） N=1

広報車 N=40

消防団 N=31

要援護者等 による通知

10% 60%

100%

30%

要援護者等へのＦＡＸによる通知 N=2

その他 N=10
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２－２ ③ 津波警報又は注意報を発表後何分以内に伝達
【沿岸市町村】

0% 50% 100%

1分以内 2分以内 3分以内 4分以内 5分以上 回答なし

しましたか

30%

28%

4%

4%
4%

5%

1%

1%

44%

47%

15%

15%

0% 50% 100%

防災行政無線 （屋外拡声器） N=364

防災行政無線 （戸別受信機） N=280

8%

14% 10%

25%

10%

1%
50%

54%

38%

25%

33%

29%

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機） N=12

有線放送 N=25

ＩＰ告知放送システム・端末 N=22

20%

19%

11%
3%

6%
1%

50%

54%

63%

30%

18%

26%

告 放送シ テ 端末

エリアメール N=10

事前登録者への携帯電話等電子ﾒｰﾙ配信 N=102

ＣＡＴＶ N=39 11%

7%

32% 8%

3%

4%
4%

63%

52%

32%

100%

26%

38%

20%

ＣＡＴＶ N=39

コミュニティＦＭ N=30

半鐘・サイレン N=26

電光掲示板（情報板 道路情報掲示板等） N=2

4%

5%1%

100%

67%

62%

29%

33%

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等） N=2

広報車 N=192

消防団 N=149

要援護者等 よる通知 13%

8%2%
2%
2%

38%

62%

50%

25%

要援護者等へのＦＡＸによる通知 N=8

その他 N=65
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２－２ ④ うち、津波高さを加えた津波警報又は注意報は、
【沿岸市町村】

0% 50% 100%

1分以内 2分以内 3分以内 4分以内 5分以上 回答なし

発表後何分以内に伝達しましたか

27%

21%

4%

5%
4%

3%

49%

51%

17%

21%

0% 50% 100%

防災行政無線 （屋外拡声器） N=112

防災行政無線 （戸別受信機） N=87

29% 14%

33% 67%

63%

43%

38%

14%

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機） N=3

有線放送 N=8

ＩＰ告知放送システム・端末 N=7

40%

12%

9%

4%

40%

65%

82%

20%

19%

9%

エリアメール N=5

事前登録者への携帯電話等電子ﾒｰﾙ配信 N=26

ＣＡＴＶ N=11

20% 20%

71%

40%

29%

20%

コミュニティＦＭ N=7

半鐘・サイレン N=5

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等） N=0

5%

4%4%

63%

70%

100%

33%

22%

電光掲 板（情報板、道路情報掲 板等）

広報車 N=40

消防団 N=27

要援護者等へのＦＡＸによる通知 N=1

7%

100%

60% 33%

要援護者等 のＦＡＸによる通知 N 1

その他 N=15
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２－２ ⑤ その後更新された津波高さは、変更された後
【沿岸市町村】

0% 50% 100%

1分以内 2分以内 3分以内 4分以内 5分以上 回答なし

何分以内に伝達しましたか

33%

28%

4%

4%
4%

5%

38%

41%

20%

21%

0% 50% 100%

防災行政無線 （屋外拡声器） N=90

防災行政無線 （戸別受信機） N=75

14% 14%

67%

75%

29%

33%

43%

ＭＣＡ無線（屋外拡声器、戸別受信機） N=3

有線放送 N=8

ＩＰ告知放送システム・端末 N=7

6%

17%

6%

17%

59%

50%

100%

29%

17%

エリアメール N=5

事前登録者への携帯電話等電子ﾒｰﾙ配信 N=17

ＣＡＴＶ N=6

25%

100%

13%

25%

38%

75%

25%

コミュニティＦＭ N=4

半鐘・サイレン N=8

電光掲示板（情報板、道路情報掲示板等） N=1

9%

11%4%

52%

50%

100%

39%

36%

電光掲 板（情報板、道路情報掲 板等）

広報車 N=33

消防団 N=28

要援護者等へのＦＡＸによる通知 N=1

20%

100%

40% 40%

要援護者等 のＦＡＸによる通知 N 1

その他 N=5

56



２－３ ① 大震災における住民への情報伝達における
反省点等：

【沿岸市町村】

反省点等：

避難中における津波来襲状況などの情報提供ができなかった。

避難施設での情報の不足から、避難勧告発令中にもかかわらず、避難施設から帰宅する者がいた。避難施設での情報の不足から、避難勧告発令中にもかかわらず、避難施設から帰宅する者がいた。

停電によりインターネット網を利用した迅速な情報伝達手段が確保できなかった。

同報系無線は設置されていないため、無線を使用した広範囲での広報ができなかった。

防災行政無線は手動で放送していたため、輻輳する中、放送開始までに時間がかかった。

長期（８時間）の停電では、バッテリーが持たず、それ以後の放送ができなかった。

電光掲示板が整備されていたが、活用されなかった。

事前登録者の携帯電話等へのメール配信は、メーカーや機種によって受信時間が異なっていた。

安全 安心メ ル（事前登録者 のメ ル配信）は市職員が入力 配信するため 配信までに時間を要した安全・安心メール（事前登録者へのメール配信）は市職員が入力・配信するため、配信までに時間を要した。

瞬時に行える情報伝達手段が無かった。

避難勧告の情報を沿岸地域のみに周知をしてしまった。

管外へ出かけていた住民に対する情報伝達が出来たか不明。管外 出かけていた住民に対する情報伝達が出来たか不明。

詳細な放送内容（自動放送以外）を定めておらず、原稿なしでの伝達となった。

聴覚障害者等、情報が伝わりにくい方々への対応が難しいことを痛感した。

外国人への情報伝達に苦慮した。

大津波警報が出されていても、予想される津波高さが数十cmであり、市民にどのように広報したら良いか悩んだ。

広報車での広報の際，広報車の速度が速く内容が聞き取れなかった。

サイレン音が聞こえない。放送の内容が聞き取れない。

住宅の気密性向上や高齢による聴力の衰えなどの問題があ た など住宅の気密性向上や高齢による聴力の衰えなどの問題があった など
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２－３ ② 大震災における住民への情報伝達における
良かった点：

【沿岸市町村】

全ての家庭に防災無線の戸別受信機を設置していたので、住民全員に伝達できた。

屋外拡声器を設置して有効利用できた。

良かった点：

市からの重要なお知らせメールによる方法やケーブルテレビ回線による情報端末装置（戸
別受信機）は避難所、要援護者世帯に市で配置してあり、効果的であった。

消防庁のＪ－ＡＬＥＲＴシステムにより、市職員の手を介さず津波注意報が迅速に市民伝達消防庁のＪ ＡＬＥＲＴシステムにより、市職員の手を介さず津波注意報が迅速に市民伝達
された。

津波注意報が発表後には、Ｊ－ＡＬＥＲＴや手動で、５分おきに海岸部の同報無線で、地域
住民に注意喚起が促せたことは、大変良かった。住民に注意喚起が促せたことは、大変良かった。

Ｊ－ＡＬＥＲＴの導入により、津波注意報等が瞬時に広報できたことは良かった。

平成22年2月のチリ沖地震の時の津波対応が参考になりスムーズにできた。

から 防災行政無線を使 操作 なれ たため 時 住 周知 きた点は日頃から、防災行政無線を使用し操作になれていたため、即時に住民に周知できた点は
よかった.

今回の大震災において初めてエリアメールを活用したが，市民側の混乱も特になく，十分
な 知力がある媒体 ある が確認されたな周知力がある媒体であることが確認された。

市域が広大であることから、防災行政無線（同報系）や防災メール等を整備していることは
情報伝達手段として有効である など
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Ⅲ 東日本大震災を踏まえた地域防災計画・津波被害
想定の見直しの動向

【沿岸市町村】

想定の見直しの動向

１ 東日本大震災を踏まえて、見直しを開始しましたか N=588

ア 見直しを開始した イ 見直しを予定している ウ 見直しの予定はない 回答無し

0% 20% 40% 60% 80% 100%

22% 75%

2%

地域防災計画の見直し

1%

11% 77% 10%

2%

津波被害想定の見直し

2%
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東日本大震災を踏まえ見直しを開始しましたか（海岸別）【沿岸市町村】

0% 20% 40% 60% 80% 100%地域防災計画の見直し
22%

14%

20%

78%

83%

78%

2%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道（ｵﾎｰﾂｸ海、太平洋） N=54

東北（太平洋）～関東 N=42

東京湾～伊勢湾 N=94

地域防災計画の見直し

20%

16%

32%

26%

78%

83%

66%

72%

1%

3%

1%

東京湾 伊勢湾

大阪湾～四国 N=75

瀬戸内海 N=38

九州東部～沖縄 N=114

7%

31%

23%

85%

64%

72%

7%

3%
3%

北海道～東北（日本海） N=41

新潟～北陸～中国（日本海） N=70

九州西部（日本海） N=60

見直しを開始した 見直しを予定している 見直しの予定はない 回答無し

0% 20% 40% 60% 80% 100%津波被害想定の見直し
4%

2%

15%

81%

90%

72%

15%

7%

10% 3%

北海道（ｵﾎｰﾂｸ海、太平洋） N=54

東北（太平洋）～関東 N=42

東京湾～伊勢湾 N=94

7%

11%

13%

5%

88%

84%

72%

85%

3%

3%
11%

10%

3%

3%
4%

大阪湾～四国 N=75

瀬戸内海 N=38

九州東部～沖縄 N=114

北海道～東北（日本海） N=41
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5%

21%

7%

85%

66%

70%

10%

11%

22%

1%

2%

北海道 東北（日本海） N 41

新潟～北陸～中国（日本海） N=70

九州西部（日本海） N=60



２ 「見直しを開始した」と回答された団体において、
【沿岸市町村】

いつ開始しましたか

3月 4月 5月 6月 7月 8月 回答無し

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8% 35% 16% 17% 16% 5%
地域防災計画の見直し

N=130

2%

5% 26% 10% 26% 21% 8% 5%
津波被害想定の見直し

N=62
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３ どのような体制で見直しを開始していますか （複数回答）

【沿岸市町村】

３ どのような体制で見直しを開始していますか （複数回答）

地域防災計画の見直し
N=130

津波被害想定の見直し
N=62

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

N=130 N=62

57%

42%
防災担当職員による検討

44%

32%

防災担当職員も含めた庁内職員

による検討会等の設置

19%

26%
外部有識者を含む検討会等の設置

13%

24%
その他
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24%



４ 「見直しを予定している」と回答された団体において

【沿岸市町村】

４ 「見直しを予定している」と回答された団体において、
見直しの時期はいつ頃予定していますか

H23年8月～H23年年12月頃 H24年1月～H24年2月頃 H24年3月頃 H24年4月以降 回答なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9% 4% 17% 57% 12%
地域防災計画の見直し

N=442

9% 4% 15% 56% 15%
津波被害想定の見直し

N=62
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５ 「見直しを開始した」又は「見直しを予定している」
と回答された団体において 見直しの時期の設定理由

【沿岸市町村】

と回答された団体において、見直しの時期の設定理由
（複数回答）

地域防災計画の見直し
N=572

津波被害想定の見直し
N=515

0% 20% 40% 60% 80% 100%

58%

59%

国の防災基本計画や被害想定

の修正を待ってから

都道府県 地域防災計 や被 80%

5%

87%

都道府県の地域防災計画や被

害想定の修正を待ってから

他市町村の地域防災計画や被 5%

21%

6%

他市町村の地域防災計画や被

害想定の修正を待ってから

21%

4%

11%
その他

64

4%

4%
回答無し



６ 東日本大震災を踏まえた地域防災計画の見直しに係る
【沿岸市町村】

主な検討課題は何ですか （複数回答）N=572※

0 200 400 600

474

487

被害想定の見直し

避難場所、避難路の確保 487

307

280

避難場所、避難路の確保

避難指示等の住民への伝達手段の整備

避難指示等の伝達方法のあり方 280

362

278

避難指示等の伝達方法のあり方

災害時要援護者の避難のあり方

日常的な住民への防災知識の普及、防災教育のあり方 278

340

52

日常的な住民 の防災知識の普及、防災教育のあり方

ハザードマップの整備・活用のあり方

その他 52

12

その他

回答なし

65※地域防災計画の「見直しを開始した」又は「見直しを予定している」団体数

単位：団体数

７ その他：今回の大震災を踏まえ今後の対策を進めるにあたって、
【沿岸市町村】

震
重点的に検討している点や懸念している点等（自由記述）

（１）重点的に検討している点等：

安全性と快適性の視点に立った津波緊急一時避難施設の配置と指定の見直し

避難所・避難路の確保

（１）重点的に検討している点等：

避難所における備蓄品の購入

防災行政無線（同報系・移動系）の整備

津波避難計画を見直し、地区ごとに個別の避難計画の策定

いち早く避難行動がおこせるような工夫

災害時要援護者対策

住民の防災意識の向上、自主防災組織の機能強化住民 防災意識 向 、自 防災組織 機能強化

災害状況をリアルタイムに把握し、市職員や避難住民が情報を共有化できる方策

避難所間及び対策本部間の情報収集について

住民への情報伝達方法住民 の情報伝達方法

市職員の初動対応の見直し

津波避難訓練の実施 など

66



（２）懸念している点等： 【沿岸市町村】

津波の想定により防災対策が左右されるため、専門的に分析した科学的根拠のあるデータの提示を
お願いしたい。

国等を中心とした地震に関する調査は 太平洋側や日本海側が発生源となる調査以外に 積極的に国等を中心とした地震に関する調査は、太平洋側や日本海側が発生源となる調査以外に、積極的に
実施されておらず、危惧するところである。

地域防災計画を見直すにあたって様々な調査が必要となるが、費用的に負担が大きい。

津波災害等 想定していなかった災害を計画的に盛り込むための知識 ノウハウがない津波災害等、想定していなかった災害を計画的に盛り込むための知識、ノウハウがない。

国や県が具体的な見直しを行なわないと市町村も見直しが難しい。

住民からは「どこまで逃げれば安全なのか」という具体的な基準を求められるが、地震の発生場所や
規模によって被害想定も異なることから その対応に苦慮している規模によって被害想定も異なることから、その対応に苦慮している。

本市は避難困難地域が広域にわたりある。そうした地域への避難方法等について苦慮している。

大規模災害時に燃料の確保ができるかどうか懸念している。

住民基本台帳や戸籍などの重要情報のバックアップまた災害対策本部の設置場所が課題である住民基本台帳や戸籍などの重要情報のバックアップまた災害対策本部の設置場所が課題である。

対策費用の捻出

津波による被災の悲惨さを強調した報道、想定をはるかに超えたことが被害を拡大した要因だと強調
する一部専門家の意見により 過剰な反応を見せる市民や事業者がおり 対応に苦慮しているする 部専門家の意見により、過剰な反応を見せる市民や事業者がおり、対応に苦慮している。

今回の大震災以降、新聞者、民間団体、国、県等から毎日のように調査メ－ルが送られてきている。
アンケ－トだけやって、本来の実務ができない状況になりつつある など
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